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（注）アンダーラインを付した部分が改正部分である。

改 正 後 改 正 前

©S�i �vgqËïTÌ EÖaÞ� Üáâä� ©S�i �vgqËïTÌ EÖaÞ� Üáâä�

取引相場のない株式（出資）の評価明細書は、相続、遺贈又は贈与に 取引相場のない株式（出資）の評価明細書は、相続、遺贈又は贈与に

より取得した取引相場のない株式及び合名会社、合資会社又は有限会社 より取得した取引相場のない株式及び合名会社、合資会社又は有限会社

の出資等並びにこれらに関する権利の価額を評価するために使用しま の出資の評価額を算定するために使用します。

す。

なお、この明細書は、第１表の１及び第１表の２で納税義務者である なお、この明細書は、第１表の１及び第１表の２で納税義務者の株主

株主の態様の判定及び評価会社の規模（Ｌの割合）の判定を行い、ま の態様の判定及び評価会社の規模（Ｌの割合）の判定を行い、また、第

た、第２表で特定の評価会社に該当するかどうかの判定を行い、それぞ ２表で特定の評価会社の判定を行い、それぞれについての評価方式に応

れについての評価方式に応じて、第３表以下を記載し作成します。 じて、第３表以下を記載し作成します。

(注)１・２（省略） (注)１・２（同左）

Ý6D 6 EÖb g¨ æ�	¥��Ûp æ� aÞ� Ý6D 6 EÖb g¨ æ�	¥��Ûp æ� aÞ�

Ý6D 7 EÖb g¨ æ�	¥��Ûp æ� aÞ� Ë¨Ì Ý6D 7 EÖb g¨ æ�	¥��Ûp æ� aÞ� Ë¨Ì

１ この表は、評価上の株主の区分及び評価方式の判定並びに評価会社 １ この表は、評価会社が「開業前又は休業中の会社」に該当する場合

の会社規模の判定に使用します。 には、「þ 株主及び評価方式の判定」欄、「ÿ 少数株式所有者の

評価会社が「開業前又は休業中の会社」に該当する場合には、 評価方式の判定」欄及び「� 会社の規模（Ｌの割合）の判定」欄を

「þ 株主及び評価方式の判定」欄、「ÿ 少数株式所有者の評価方 記載する必要はなく、また、評価会社が「開業後３年未満の会社等」

式の判定」欄及び「� 会社の規模（Ｌの割合）の判定」欄を記載す に該当する場合には、「� 会社の規模（Ｌの割合）の判定」欄を記

る必要はなく、また、評価会社が「開業後３年未満の会社等」に該当 載する必要はありません。

する場合には、「� 会社の規模（Ｌの割合）の判定」欄を記載する

必要はありません。
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なお、・・・・・・・・。 なお、・・・・・・・・。

２ 「YUOÅ」欄の「©�Q}	¥ö�£Ì¯£+¯� u�」欄に ２ 「YUOÅ」欄の「©�Q}	¥ö�£Ì¯£+¯� u�」欄に

は、・・・・・・・・。「U°}ÿ�」欄には、別に定める類似業種 は、・・・・・・・・。「U°}ÿ�」欄には、別に定める類似業種

比準価額計算上の業種目の番号を記載します・・・・・・・・。 比準価額計算上の業種目番号を記載します・・・・・・・。

(注) （省略） (注) （同左）

３ （省略） ３ （同左）

� ・・・・・・・・。 � ・・・・・・・・。

この場合における同族関係者とは、株主の１人とその配偶者、６ この場合における同族関係者とは、株主の１人とその配偶者、６

親等内の血族及び３親等内の姻族等をいいます（付表「同族関係者 親等内の血族及び３親等内の姻族等をいいます（付表参照）。

の範囲等」参照）。

�・	 （省略） �・	 （同左）


 「 gqÏ」の各欄には、相続、遺贈又は贈与による取得後の 
 「 gqÏ」欄には、相続、遺贈又は贈与による取得後の株式

株式数を記載し、「 `gW�（ ／³）」の各欄には、評価会 数を記載しますが、次に該当するときは、それぞれ次によります。

社の発行済株式の総数（³欄の株式数）に占める株式数（それぞれ

の株主の 欄の株式数）の割合を１％未満の端数を切り捨てて記載

します（「納税義務者の属する同族関係者グループの所有株式の合

計数」欄及び「筆頭株主グループの所有株式の合計数」欄は、それ

ぞれ各欄において、１％未満の端数を切り捨てて記載します。）。

� 次に掲げる場合には、それぞれ次によります。

イ 相続税の申告書を提出する際に、株式が共同相続人及び包括受 イ 相続税の申告書を提出する際に、株式が共同相続人間において

遺者の間において分割されていない場合 分割されていない場合には、納税義務者の所有株式数の上部に

「 株式数」欄には、納税義務者が有する株式（未分割の株 と表示し、その未分割の株式数を記載します。

式を除きます。）の株式数の上部に、未分割の株式の株式数を なお、「納税義務者の属する同族関係者グループの所有株式の

と表示の上、外書で記載し、「納税義務者の属する同族関係者グ 合計数」欄には、納税義務者の属する株主グループの所有する実

ループの所有株式の合計数」欄には、納税義務者の属する株主グ 際の株式数を記載します。
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ループが有する実際の株式数（未分割の株式数を含みます。）を

記載します。

なお、納税義務者の持株割合は、納税義務者が有する株式数に

未分割の株式数を加算した数により計算します。

ロ 評価会社の株主のうちに商法第 241条第３項の規定によりその ロ 評価会社の株主のうちに商法第 241条の規定によりその株式に

株式につき議決権を有しないこととされる会社がある場合 つき議決権を有しないこととされる会社があるときは、その株

「氏名又は名称」欄には、その会社の名称を記載します。 式数をそれぞれの該当欄の上部に と表示の上、外書で記載しま

「 株式数」欄には、議決権を有しないこととされる会社が す。

有する株式数を と表示の上、外書で記載し、「評価会社の発行

済株式の総数」欄（³欄）には、評価会社の発行済株式の総数か

ら、その外書で記載した株式数を除いた株式数を記載します。

ハ 評価会社が商法第 242条第１項に規定する議決権のない株式を （新設）

発行している場合

「氏名又は名称」欄には、議決権のない株式を有する株主の氏

名又は名称を記載します。

「 株式数」欄には、その株主が有する株式（議決権のない

株式を除きます。）の株式数の上部に、その株主が有する議決権

のない株式の株式数を と表示の上、外書で記載し、「評価会社

の発行済株式の総数」欄（³欄）には、評価会社の発行済株式の

総数から、評価会社が発行している全ての議決権のない株式の株

式数を除いた株式数を記載します。

ニ 評価会社が自己株式を有する場合 （新設）

「氏名又は名称」欄には、「自社」と記載します。

「 株式数」欄には、評価会社が有する自己株式の株式数を

と表示の上、外書で記載し、「評価会社の発行済株式の総数」
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欄（³欄）には、評価会社の発行済株式の総数から、その外書で

記載した株式数を除いた株式数を記載します。

（注）「筆頭株主グループの所有株式数の合計数」欄には、上記ロ又

はハにより外書で記載した株式数を除いた株式数を記載します。

� 「 `gW�（ ／³）」欄には、評価会社の発行済株式の総

数（³の株式数）に占める割合を１％未満の端数を切り捨てて記載

します。

なお、相続税の申告書を提出する際に、株式が共同相続人間にお

いて分割されていない場合には、納税義務者が所有する株式数に、

その未分割の株式数を加算した数により、持株割合を判定します。

４ 「þ g¨	¥EÖâq æ�」の「æ�Áÿ」欄及び「æ�」欄 （新設）

の各欄は、該当する文字を○で囲んで表示します。なお、次に該当す

る場合は、それぞれ取り扱いが定められていますので、留意してくだ

さい。

� 評価会社が議決権のない株式を発行している場合（財産評価基

本通達188-5 ((議決権のない株式がある場合の発行済株式数等))参

照）

� 評価会社の株主のうちに中小企業投資育成株式会社がある場合

（財産評価基本通達188-6 ((投資育成会社が株主である場合の同族

株主等))参照）

５ 「ÿ ,Ïgq	¬� EÖâq æ�」欄は、同族株主等に該当 ４ 「ÿ ,Ïgq	¬� EÖâq æ�」欄は、同族株主等に該当

した納税義務者のうち、・・・・・・・・、それぞれの該当する文字 した納税義務者のうち、・・・・・・・・、それぞれの該当する文字

を○で囲んで表示します（「判定内容」欄のかっこ内は、それぞれの を○で囲んで表示します（「判定内容」欄のかっこ内は、それぞれの

項目の判定結果を表します。）。 項目の判定結果を表します。）。

なお、「役員Æ£「中心的な同族株主」及び「中心的な株主」につい
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ては、付表「同族関係者の範囲等」を参照してください。

�・� （省略） �・� （同左）

	 「 ��ðT�##�9�¹��§g¨Ë7¡g¨Ì」欄は、 	 「 ��ðT�##�9�¹��§g¨Ë7¡g¨Ì」欄は、

納税義務者以外の株主の中に・・・・・・・・。 納税義務者以外の株主のなかに・・・・・・・・。

（削除） (注) 少数株式所有者の判定のために必要な「役員Æ£「中心的な同族

株主」及び「中心的な株主」については、付表を参照してくださ

い。

６ 「� �� ÛpËJ W�Ì æ�」の「æ�Ö^」の各欄は、 ５ 「� �� ÛpËJ W�Ì æ�」の「æ�Ö^」の各欄は、

次により記載します。 次により記載します。

� 「oGÍ9 �T�ÖNËSÒÖNÌ」欄には、直前期末におけ � 「oGÍ9 �T�ÖNËSÒÖNÌ」欄には、直前期末におけ

る各資産の確定決算上の帳簿価額の合計額を記載します。 る各資産の確定決算上の帳簿価額の合計額を記載しますが、その

会社が固定資産の償却額の計算を間接法によって行っている場合に

は、各資産の帳簿価額の合計額から減価償却累計額を控除した金額

を記載することになります。

(注) １ 固定資産の減価償却累計額を間接法によって表示している (注)

場合には、各資産の帳簿価額の合計額から減価償却累計額を

控除します。

２ 売掛金、受取手形、貸付金等に対する貸倒引当金は控除し 売掛金、受取手形、貸付金等に対する貸倒引当金は控除しない

ないことに留意してください。 ことに留意してください。

３ 前払費用、繰延資産、税効果会計の適用による繰延税金資

産など、確定決算上の資産として計上されている資産は、帳

簿価額の合計額に含めて記載します。

４ 収用や特定の資産の買換え等の場合において、圧縮記帳引

当金勘定に繰り入れた金額及び圧縮記帳積立金として積み立

てた金額、並びに翌事業年度以降に代替資産等を取得する予
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定であることから特別勘定に繰り入れた金額は、帳簿価額の

合計額から控除しないことに留意してください。

� 「oGÍ9#G6z§�|�½ÝUPÏ」欄には、・・・・・・ � 「oGÍ9#G6z§ ÝUPÏ」欄には、・・・・・・・・。

・・。

(注) １ 上記により計算した評価会社の従業員数が、例えば 5.1人 (注) １ 上記により計算した評価会社の従業員数が、例えば10.1人

となる場合は従業員数「５人超」に、 4.9人となる場合は となる場合は従業員数「10人超」に、 9.9人となる場合は

従業員数「５人以下」に該当します。 従業員数「10人以下」に該当します。

２ （省略） ２ （同左）

	 「oGÍ9#G6z§ ©SoN」欄には、直前期の事業上の収 	 「oGÍ9#G6z§ ©SoN」欄には、直前期の事業上の収

入金額（売上高）を記載します。 入金額（売上高）を記載しますが、直前期の事業年度が６か月であ

るときには直前期及び直前々期の収入金額（売上高）の合計額を記

載します。

この場合の事業上の収入金額とは、・・・・・・・・。 この場合の事業上の収入金額とは、・・・・・・・・。

(注) 直前期の事業年度が１年未満であるときには、課税時期の直前

期末以前１年間の実際の収入金額によることとなりますが、実際

の収入金額を明確に区分することが困難な期間がある場合は、そ

の期間の収入金額を月数あん分して求めた金額によっても差し支

えありません。


 （省略） 
 （同左）

� 「��Ûp�J W�Ë9��Ì u�」欄は、 欄の区分 � 「��Ûp�J W�Ë9��Ì u�」は、 欄の区分（「総

（「総資産価額（帳簿価額）」と「従業員数」とのいずれか下位の 資産価額（帳簿価額）」と「従業員数」とのいずれか下位の区分）

区分）と 欄（取引金額）の区分とのいずれか上位の区分により判 と 欄の区分とのいずれか上位の区分により判定します。

定します。

(注) （省略） (注) （同左）

７ 「� �Ë�ÌT rD� ³EÖb �tY�」欄には、・・・ ６ 「� �Ë�ÌT rD� ³EÖb �tY�」欄には、・・・
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・・・・・。 ・・・・・。

�～
 （省略） �～
 （同左）

Ý7D 0� EÖ�� æ� aÞ� Ý7D 0� EÖ�� æ� aÞ�

１ この表は、評価会社が特定の評価会社に該当するかどうかの判定に １ この表は、特定の評価会社の判定に使用しますので、評価会社が

使用します。 特定の評価会社に明らかに該当しないものと認められる場合には、記

評価会社が特定の評価会社に明らかに該当しないものと認められる 載する必要はありません。また、配当還元方式を適用する株主につい

場合には、記載する必要はありません。また、配当還元方式を適用す て、原則的評価方式等の計算を省略する場合（原則的評価方式等によ

る株主について、原則的評価方式等の計算を省略する場合（原則的評 り計算した価額が配当還元価額よりも高いと認められる場合）には、

価方式等により計算した価額が配当還元価額よりも高いと認められる 記載する必要はありません。

場合）には、記載する必要はありません。

なお、・・・・・・・・。 なお、・・・・・・・・。

２ 「þ �ÿÖ^Ï6 ��」欄は、次により記載します。 （新設）

なお、評価会社が「� 土地保有特定会社」から「� 清算中の会

社」のいずれかに該当する場合には、記載する必要はありません。

� 「æ�Ö^」の「� oGÍ9ÄÁ���æ�Ö^」及び「�

oGºÍ9ÄÁ���æ�Ö^」の各欄は、当該各欄が示している

第４表の「ÿ 比準要素等の金額の計算」の各欄の金額を記載しま

す。

� 「æ�Áÿ」欄は、「� oGÍ9ÄÁ���æ�Ö^」欄の判

定要素のいずれか２が０で、かつ、「� oGºÍ9ÄÁ���æ

�Ö^」欄の判定要素のいずれか２以上が０の場合に、「である

（該当）」を○で囲んで表示します。

(注) 「� oGÍ9ÄÁ���æ�Ö^」欄の判定要素がいずれも０
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である場合は、「� �U.8zEA ���」欄の「� 比準要

素数０の会社」に該当することに留意してください。

３ 「ÿ gqÂ¬0���」及び「� é"Â¬0���」の「�T ２ 「þ gqÂ¬0���」及び「ÿ é"Â¬0���」の「�T

�ÖN」欄等には、課税時期における評価会社の各資産を財産評価基 �ÖN」欄等には、課税時期における評価会社の各資産を財産評価基

本通達（以下「評価基本通達」といいます。）の定めにより評価した 本通達（以下「評価基本通達」といいます。）の定めにより評価した

金額（第５表の±の金額等）を記載します。 金額（第５表の±の金額等）を記載します。ただし、１株当たりの純

ただし、１株当たりの純資産価額（相続税評価額）の計算に当たっ 資産価額（相続税評価額）の計算に当たって、第５表の記載方法等の

て、第５表の記載方法等の２の
により直前期末における各資産及び ２の
の説明により直前期末における各資産及び各負債に基づいて

各負債に基づいて計算を行っている場合には、当該直前期末において 計算を行っている場合には、当該直前期末において計算した第５表の

計算した第５表の当該各欄の金額により記載することになります（こ 当該各欄の金額により記載することになります（これらの場合、株式

れらの場合、株式保有特定会社及び土地保有特定会社の判定時期と純 保有特定会社及び土地保有特定会社の判定時期と純資産価額及び株式

資産価額及び株式保有特定会社のＳ２ の計算時期を同一とすることに 保有特定会社のＳ２ の計算時期が同一になりますから留意してくださ

なりますから留意してください。）。 い。）。

なお、「ÿ 株式保有特定会社」欄は、評価会社が「� 土地保有 なお、「þ 株式保有特定会社」欄は、評価会社が「ÿ 土地保有

特定会社」から「� 清算中の会社」のいずれかに該当する場合には 特定会社」から「� 清算中の会社」のいずれかに該当する場合には

記載する必要はなく、「� 土地保有特定会社」欄は、評価会社が 記載する必要はなく、「ÿ 土地保有特定会社」欄は、評価会社が

「� 開業後３年未満の会社等」から「� 清算中の会社」のいずれ 「� 開業後３年未満の会社等」から「� 清算中の会社」のいずれ

かに該当する場合には、記載する必要はありません。 かに該当する場合には、記載する必要はありません。

(注) 「ÿ 株式保有特定会社」の「株式保有割合」欄の³の割合及び (注) 「þ 株式保有特定会社」の「株式保有割合」欄の³の割合及び

「� 土地保有特定会社」の「土地保有割合」欄の¶の割合は、１ 「２．土地保有特定会社」の「土地保有割合」欄の¶の割合は、１

％未満の端数を切り捨てて記載します。 ％未満の端数を切り捨てて記載します。

４ 「� �U.8zEA ���」の「� �ÿÖ^Ï5 ��」の ３ 「� �U.8zEA ���」の「� 7Ö^#b5 ��」の

「æ�Ö^」の「oGÍ9ÄÁ���æ�Ö^」の各欄は、当該各欄 「æ�Ö^」の「(j) oGÍ9�|�½æ�Ö^」及び「(³) oG

が示している第４表の「ÿ 比準要素等の金額の計算」の各欄の金額 ºÍ9�|�½æ�Ö^」の各欄は、当該各欄に指示している第４表

（第２表の「þ �ÿÖ^Ï6 ��」の「æ�Ö^」の「� oG の「ÿ 比準要素等の金額の計算」の各欄の金額を記載します（評価
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Í9ÄÁ���æ�Ö^」の各欄の金額と同一となります。）を記載 会社が「� 開業後３年未満の会社」に該当する場合には、「� ２

します。 要素以上０の会社」の各欄は記載する必要はありません。）。

なお、評価会社が「� 開業後３年未満の会社」に該当する場合に

は、「� 比準要素数０の会社」の各欄は記載する必要はありませ

ん。

また、評価会社が「� 開業前又は休業中の会社」又は「� 清算 なお、評価会社が「� 開業前又は休業中の会社」又は「� 清算

中の会社」に該当する場合には、「� 開業後３年未満の会社等」の 中の会社」に該当する場合には、「� 開業後３年未満の会社等」の

各欄は、記載する必要はありません。 各欄は、記載する必要はありません。

５ 「� �UG7¡�U9 ��」の各欄は、評価会社が「� 清算 ４ 「� �UG7¡�U9 ��」の各欄は、評価会社が「� 清算

中の会社」に該当する場合には、記載する必要はありません。 中の会社」に該当する場合には、記載する必要はありません。

Ý8D Eõ EÖ�� gq	¥gq�©�½ë÷ ÖN Â�aÞ Ý8D Eõ EÖ�� gq	¥gq�©�½ë÷ ÖN Â�aÞ

� �

１ この表は、一般の評価会社の株式及び株式に関する権利の評価に １ この表は、一般の評価会社について記載します（特定の評価会社に

使用します（特定の評価会社の株式及び株式に関する権利の評価につ ついては、「第６表 特定の評価会社の株式及び株式に関する権利の

いては、「第６表 特定の評価会社の株式及び株式に関する権利の価 価額の計算明細書」を記載します。）。ただし、特定の評価会社の株

額の計算明細書」を使用します。）。 主を含めて配当還元方式を適用する株主について、原則的評価方式等

により計算した価額が配当還元価額よりも高いと認められる場合に

は、この表により配当還元価額を計算することとします。

なお、・・・・・・・・（ただし、下記の４の�に留意してくださ なお、・・・・・・・・（ただし、下記の３の�の説明に留意して

い。）。 ください。）。

２ 「þ ÿ�¹EÖâq�º½ÖN」の「gq ÖN Ãî」欄の （新設）

「１株当たりの新株式の割当数」及び「１株当たりの新株式の割当数

又は交付数」は、１株未満の株式数を切り捨てずに実際の株式数を記
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載します。

３ 「ÿ ¦�¥þâq�º½ÖN」欄は、第１表の１の「þ 株主及 ２ 「ÿ ¦�¥þâq�º½ÖN」欄は、次により記載します。

び評価方式の判定」欄又は「ÿ 少数株式所有者の評価方式の判定」

欄の判定により納税義務者が配当還元方式を適用する株主に該当する

場合に、次により記載します。

� 「oGÍ9#G7z§ ¦�oN」欄は、・・・・・・・・、第 � 「oGÍ9#G7z§ ¦�oN」欄は、・・・・・・・・、第

４表の記載方法等の２の�に準じて記載します。 ４表の記載方法等の２の�の説明に準じて記載します。

� 「¦�¥þÖN」欄のÄの金額の・・・・・・・・。 � 「¦�¥þÖN」欄の'の金額の・・・・・・・・。

４ 「� gq	¥gq�©�½ë÷ ÖN」欄は、・・・・・・・。 ３ 「� gq	¥gq�©�½ë÷ ÖN」欄は、・・・・・・・。

� 「gq EÖN」欄には、「±」欄から「Ä」欄まで・・・・・ � 「gq EÖN」欄には、「±」欄から「'」欄まで・・・・・

・・・。 ・・・。

� 「gq�©�½ë÷ EÖN」欄には、「�」欄から「)」欄ま � 「gq�©�½ë÷ EÖN」欄には、「(」欄から「+」欄ま

で・・・・・・・・。 で・・・・・・・・。

なお、・・・・・・・・（配当期待権の価額は、円単位で円未満 なお、・・・・・・・・（配当期待権の価額は、円単位で円以下

２位（銭単位）により記載します。）。 ２位（銭単位）により記載します。）。

Ý9D =ZU°�ÿÖN� Â�aÞ� Ý9D =ZU°�ÿÖN� Â�aÞ�

１ この表は、評価会社の「類似業種比準価額」の計算を行うために使 １ この表は、評価会社の「１株当たりの資本金の額等Æ£「比準要素等

用します。 の金額」及び「類似業種比準価額」の計算を行うために使用します。

なお、この表の各欄の金額は、各欄の表示単位未満の端数を切り捨 なお、この表の各欄の金額は、次の２の�に規定する１株当たりの

てて記載します(Å比準割合の計算」欄の要素別比準割合及び比準割合 実際の配当金額を除き、各欄の表示単位未満の端数を切り捨てて記載

は、それぞれ小数点以下２位未満を切り捨てて記載します¤) ¤ します(Å比準割合の計算」欄の比準割合は、小数点以下２位未満を切

り捨てて記載します¤) ¤

２ （省略） ２ （同左）
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� 「6gËÝØ�Ì��¼ z¦�oN」の「oGÍ9#G7Ë8Ì � 「6gËÝØ�Ì��¼ z¦�oN」の「oGÍ9#G7Ë8Ì

z§ z¤^¦�oN」欄は、評価会社の利益の配当金額の総額を }z§ z¤^¦�oN」欄は、評価会社の利益の配当金額の総額

基に次により記載します。 を基に次により記載します。この場合、直前期末の資本金額が１株

当たりの券面額に直前期末の発行済株式数を乗じた金額と同額と

なる会社（±â²à³の会社。ただし、直前期末以前２年間に増

（減）資が行われている会社は除きます。）については、¶から¹

まで（「２要素以上０の会社の判定要素の金額」欄の計算を行う場

合には、ºまで）の各欄は、１株当たりの実際の配当金額を円単位

で円以下２位（銭単位）未満の端数を切り捨てて記載し、千円の表

示は抹消します。

イ 「¶年配当金額」欄には、利益の配当（中間配当を含む。）の イ 評価会社が中間配当を行っている場合には、中間配当の配当金

金額を記載します。 額と期末配当の配当金額との合計額を記載します。

ロ （省略） ロ （同左）

ハ 「直前期」欄の記載に当たって、１年未満の事業年度がある場 ハ 評価会社の事業年度が６か月の場合には、「直前期」及び「直

合には、直前期末以前１年間に対応する期間の利益の配当金額の 前々期」の各欄を２段書きで４事業年度分を直前期から順次記載

総額を記載します。この場合、実際の事業年度に係る利益の配当 します（「２要素以上０の会社の判定要素の金額」の計算を行う

金額を直前期末以前１年間に対応する期間にあん分する必要があ 場合には、「直前期Æ£「直前々期」及び「直前々期の前期」の各

るときは、月数により行います。 欄を２段書きで６事業年度分を直前期から順次記載します。）。

なお、「直前々期」及び「直前々期の前期」の各欄について

も、これに準じて記載します。

（削除） � 「6gËÝØ�Ì��¼ z¦�oN」の「7Ö^#b5 ��

 æ�Ö^ oN」の「 」欄及び「 」欄は、次により記載しま

す。

イ 「 」欄は、次の区分に従い、次の算式により計算した金額を

記載します。
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区 分 算 式

「直前期末以前２(３)か年間の
年平均配当金額」欄を、評価会
社の配当金額の総額を基に計算 ¹の金額áµの株式数
を行っている場合

「直前期末以前２(３)か年間の
年平均配当金額」欄を、評価会
社の１株当たりの実際の配当金 ¹の金額à(50円á²の金額)
額を基に計算を行っている場合

ロ 「 」欄は、「年平均配当金額」欄のºの金額を基に上記イの

説明に準じて計算した金額を記載します。

� 「6gËÝØ�Ì��¼ z¦�oN」の「 」欄は、「�ÿÖ^ 	 「6gËÝØ�Ì��¼ z¦�oN」の「 」欄は、上記�のイ

Ï6 ��§�ÿÖ^Ï5 �� æ�Ö^ oN」の「 」欄の により計算した金額を記載します。

金額を記載します。

	 「6gËÝØ�Ì��¼ z÷�oN」の「oGÍ9#G7¿8Àz 
 「6gËÝØ�Ì��¼ z÷�oN」の「oGÍ9#G7¿8À}

§ ÷�oN」欄は、次により記載します。 z§ ÷�oN」欄は、次により記載します。

イ 「¼左のうち非経常的な利益金額」欄には、固定資産売却益、 イ 「¼左のうち非経常的な利益金額」欄には、固定資産売却益、

保険差益等の非経常的な利益の金額を記載します。この場合、 保険差益等の非経常的な利益の金額を記載します。

非経常的な利益の金額は、非経常的な損失の金額を控除した金額

（負数の場合は０）とします。

ロ 「直前期」、「直前々期」及び「直前々期の前期」の各欄の記 ロ 評価会社の事業年度が６か月の場合には、上記２の�のハの説

載に当たって、１年未満の事業年度がある場合には、上記２の� 明に準じて記載します。

のハに準じて記載します。


 「6gËÝØ�À ��¼ z÷�oN」の「�ÿÖ^Ï6 ��§ � 「6gËÝØ�À ��¼ z÷�oN」の「7Ö^#b5 �� 

�ÿÖ^Ï5 �� æ�Ö^ oN」の「 」欄及び「 」欄 æ�Ö^ oN」の「 」欄及び「 」欄は、それぞれ次により記
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は、それぞれ次により記載します。 載します。

イ （省略） イ （同左）

ロ （省略） ロ （同左）

(注)１ 又は の金額が負数のときは、０とします。 (注)１ 又は の金額が欠損のときは、０とします。

２ （省略） ２ （同左）

� 「6gËÝØ�À ��¼ z÷�oN」の「 」欄には、 の金額 � 「6gËÝØ�À ��¼ z÷�oN」の「 」欄には、 の金額

をµの株式数で除した金額を記載します。ただし、納税義務者の選 をµの株式数で除した金額を記載します。ただし、直前期末以前１

択により、直前期末以前２年間における利益金額を基として計算し 年間における利益金額を基として計算した金額（ の金額）が直前

た金額（（ Ý ）á２）をµの株式数で除した金額を の金額と 期末以前２年間における利益金額を基として計算した年平均額（

することができます。 の金額と の金額との平均額）を超える場合においては、納税義務

者の選択により、直前期末以前２年間における利益金額を基として

計算した金額（（ Ý ）á２）を の金額とすることができま

す。

(注) １ の金額が負数のときは、０とします。 (注) の金額が欠損のときは、０とします。

２ の金額が０の場合は、「� =ZU°�ÿÖN Â�」

の「6gËÝØ�Ì��¼ �ÿÖN Â�」の「�ÿW� 

Â�」の「�ÿW�」欄の算式が異なりますので留意してく

ださい。

� 「6gËÝØ�À ��¼ �T�ÖN」の「oGÍ9ËoGºÍ 
 「6gËÝØ�À ��¼ �T�ÖN」の「oGÍ9ËoGºÍ

9Ì �T�ÖN」の「Ã ÷�
�oN」欄には、法人税申告 9Ì �T�ÖN」の「Ã ÷�
�oN」欄には、法人税申告

書別表五（一）((利益積立金額の計算に関する明細書))の「差引翌 書別表五（一）((利益積立金額の計算に関する明細書))の「差引翌

期首現在利益積立金額」の「差引合計額」欄の金額を記載します。 期首現在利益積立金額の差引合計額」に相当する金額を記載しま

す。


 「6gËÝØ�À ��¼ �T�ÖN」の「�ÿÖ^Ï6 ��§ � 「6gËÝØ�À ��¼ �T�ÖN」の「7Ö^#b5 �� 

�ÿÖ^Ï5 �� æ�Ö^ oN」の「 」欄及び「 」欄 æ�Ö^ oN」の「 」欄及び「 」欄は、・・・・・・・・。
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は、・・・・・・・・。

(注) 及び の金額が負数のときは、０とします。

� 「6gËÝØ�À ��¼ �T�ÖN」の「 」欄には、上記
で � 「6gËÝØ�À ��¼ �T�ÖN」の「 」欄には、上記�で

・・・・・・・・。 ・・・・・・・・。

(注) （省略） (注) （同左）

３ （省略） ３ （同左）

� （省略） � （同左）

イ～ホ （省略） イ～ホ （同左）

また、類似業種は、・・・・・・・・。 また、類似業種は、・・・・・・・・。

（表）（省略） （表）（同左）

（削除） (注) 上記の記載に当たっては、類似業種として採用する業種のみを

記載しても差し支えありません。

� ・・・・・・・・の各欄に記載する類似業種の株価Ａ、１株（50 � ・・・・・・・・の各欄に記載する類似業種の株価Ａ、１株（50

円）当たりの年配当金額Ｂ、１株（50円）当たりの年利益金額Ｃ及 円）当たりの年配当金額Ｂ、年利益金額Ｃ及び純資産価額Ｄの金額

び１株（50円）当たりの純資産価額Ｄの金額については、・・・・ については、・・・・・・・・。

・・・・。

	 「�ÿW� Â�」の「�ÿW�」欄の比準割合（'及び+） （新設）

は、「１株（50円）当たりの年配当金額」、「１株（50円）当たり

の年利益金額」及び「１株（50円）当たりの純資産価額」の各欄の

要素別比準割合を基に、次の算式により計算した割合を記載しま

す。

Ý à３Ý
Ｂ Ｃ Ｄ

比準割合â
５

ただし、評価会社の１株（50円）当たりの年利益金額（ の金
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額）が０の場合には、「(」欄及び「,」欄に次の算式により計算

した割合を記載します。

Ý

Ｂ Ｄ
比準割合â

３


 「6gËÝØ�Ì��¼ �ÿÖN」欄は、評価会社が第１表の２ （新設）

の「� �� ÛpËJ W�Ì æ�」欄により、中会社に判定

される会社にあっては算式中の「０．７」を「０．６」、小会社に

判定される会社にあっては算式中の「０．７」を「０．５」として

計算した金額を記載します。

� 「�ÿÖN Ãî」欄の「１株当たりの新株式の割当数」及び （新設）

「１株当たりの新株式の割当数又は交付数」は、１株未満の株式数

を切り捨てずに実際の株式数を記載します。

Ý:D 6g��¼ �T�ÖNË�¨�EÖNÌ Â�aÞ� Ý:D 6g��¼ �T�ÖNË�¨�EÖNÌ Â�aÞ�

１ （省略） １ （同左）

２ （省略） ２ （同左）

� 「T� {」の「�¨�EÖN」欄には、課税時期における評価 � 「T� {」の「�¨�EÖN」欄には、課税時期における評価

会社の各資産（自己株式を除きます。）について、評価基本通達の 会社の各資産について、評価基本通達の定めにより評価した価額を

定めにより評価した価額（以下「相続税評価額」といいます。）を 次により記載します。

次により記載します。

イ 課税時期前３年以内に取得又は新築した土地及び土地の上に存 イ 課税時期前３年以内に取得した土地等若しくは家屋等又は新築

する権利（以下「土地等」といいます。）並びに家屋及びその附 した家屋等がある場合には、当該土地等又は家屋等の相続税評価

属設備又は構築物（以下「家屋等」といいます。）がある場合に 額は、課税時期における通常の取引価額に相当する金額（ただ
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は、当該土地等又は家屋等の相続税評価額は、課税時期における し、その土地等又は家屋等の帳簿価額が課税時期における通常の

通常の取引価額に相当する金額（ただし、その土地等又は家屋等 取引価額に相当すると認められる場合には、その帳簿価額に相当

の帳簿価額が課税時期における通常の取引価額に相当すると認め する金額）によって評価した価額を記載します。この場合、その

られる場合には、その帳簿価額に相当する金額）によって評価し 土地等又は家屋等は、他の土地等又は家屋等と「科目」欄を別に

た価額を記載します。この場合、その土地等又は家屋等は、他の して、「課税時期前３年以内に取得した土地等」などと記載しま

土地等又は家屋等と「科目」欄を別にして、「課税時期前３年以 す。

内に取得した土地等」などと記載します。

ロ 取引相場のない株式、出資又は転換社債（評価基本通達197Þ5 ロ 取引相場のない株式、出資又は転換社債（評価基本通達197Þ5

((転換社債の評価))の	のロに定めるものをいいます。）の価額 ((転換社債の評価))の	に定めるものをいいます。）の価額を・

を・・・・・・・・。・・・・・・・・。 ・・・・・・・。・・・・・・・・。

ハ・ニ （省略） ハ・ニ （同左）

ホ 評価の対象とならないもの（例えば、財産性のない創立費、 （新設）

新株発行費等の繰延資産、繰延税金資産）については、記載しま

せん。

へ 「株式及び出資の価額の合計額」欄の の金額は、評価会社が ホ 「株式及び出資の価額の合計額」欄の の金額は、評価会社が

有している（又は有しているとみなされる）株式及び出資（以 所有している（又は所有しているとみなされる）株式及び出資

下「株式等」といいます。）の相続税評価額の合計額を記載しま （以下「株式等」といいます。）の相続税評価額の合計額を記載

す。この場合、次のことに留意してください。 します。この場合、次のことに留意してください。

(j) 所有目的又は所有期間のいかんにかかわらずすべての株式等 (j) 所有目的又は所有期間のいかんにかかわらずすべての株式等

（自己株式を除きます。）の相続税評価額を合計します。 の相続税評価額を合計します。

(³)・(�) （省略） (³)・(�) （同左）

ト 「土地等の価額の合計額」欄の の金額は、上記のヘに準じて ヘ 「土地等の価額の合計額」欄の の金額は、上記のホの説明に

・・・・・・・。 準じて・・・・・・・。

チ 「��ïT�¶k¾T� ÖN �ÂN」欄の の金額は、各 ト 「��ïT�¶k¾T� ÖN �ÂN」欄の の金額は、各

資産（自己株式を除きます。）の中に、現物出資、合併、株式交 資産のなかに、現物出資又は合併により著しく低い価額で受け入
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換又は株式移転により著しく低い価額で受け入れた資産（以下 れた資産（以下「現物出資等受入れ資産」といいます。）がある

「現物出資等受入れ資産」といいます。）がある場合に、現物出 場合に、現物出資又は合併のときにおいてその現物出資等受入れ

資、合併、株式交換又は株式移転の時におけるその現物出資等受 資産を評価基本通達に定めるところにより評価した価額の合計額

入れ資産の相続税評価額の合計額を記載します。 を記載します。

ただし、その相続税評価額が、課税時期におけるその現物出資 ただし、その価額が、課税時期においてその現物出資等受入れ

等受入れ資産の相続税評価額を上回る場合には、課税時期におけ 資産を評価基本通達に定めるところにより評価した価額を上回る

るその現物出資等受入れ資産の相続税評価額を記載します。 場合には、課税時期においてその現物出資等受入れ資産を評価基

本通達に定めるところにより評価した価額を記載します。

また、現物出資等受入れ資産が合併により著しく低い価額で受 また、現物出資等受入れ資産が合併により著しく低い価額で受

け入れた資産（以下「合併受入資産」といいます。）である場合 け入れた資産（以下「合併受入資産」といいます。）である場合

に、合併の時又は課税時期におけるその合併受入資産の相続税評 に、合併のとき又は課税時期においてその合併受入資産を評価基

価額が、合併受入資産に係る被合併会社の帳簿価額を上回るとき 本通達に定めるところにより評価した価額が、合併受入資産に係

は、その帳簿価額を記載します。 る被合併会社の帳簿価額を上回るときは、その帳簿価額を記載し

ます。

（注）「相続税評価額」の「合計」欄の±の金額に占める課税時期

における現物出資等受入れ資産の相続税評価額の合計の割合が

20％以下の場合には、「現物出資等受入れ資産の価額の合計

額」欄は記載しません。

� （省略） � （同左）

(注) １・２ （省略） (注) １・２ （同左）

（削除） ３ 評価の対象とならないもの（例えば、財産性のない創立

費、新株発行費等の繰延資産）については、その帳簿価額は

記載しません。

	 「pÉ {」の「�¨�EÖN」欄には、評価会社の課税時期に 	 「pÉ {」の「�¨�EÖN」欄には、評価会社の課税時期に

おける各負債の金額を、「SÒÖN」欄には、「負債の部」の「相 おける各負債の金額を、「SÒÖN」欄には、「負債の部」の「相
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続税評価額」欄に評価額が記載された各負債の税務計算上の帳簿 続税評価額」欄に評価額が記載された各負債の税務計算上の帳簿

価額をそれぞれ記載します。この場合、貸倒引当金、退職給与引当 価額をそれぞれ記載します。この場合、貸倒引当金、退職給与引当

金、納税引当金及びその他の引当金、準備金並びに繰延税金負債に 金、納税引当金、その他の引当金及び準備金に相当する金額は、負

相当する金額は、負債に該当しないものとします。ただし、退職給 債に該当しないものとします。ただし、退職給与引当金のうち、法

与引当金のうち、法人税法第54条((退職給与引当金))第２項に規定 人税法第54条((退職給与引当金))第２項に規定する退職給与引当金

する退職給与引当金勘定の金額に相当する金額は負債とします。 勘定の金額に相当する金額は負債とします。

なお、次の金額は、帳簿に負債としての記載がない場合であって なお、次の金額は、帳簿に負債としての記載がない場合であって

も、課税時期において未払いとなっているものは負債として「相続 も、課税時期において未払いとなっているものは負債として「相続

税評価額」欄及び「帳簿価額」欄のいずれにも記載します。 税評価額」欄及び「帳簿価額」欄のいずれにも記載します。

イ （省略） イ （同左）

ロ 課税時期以前に賦課期日のあった固定資産税及び都市計画税の ロ 課税時期以前に賦課期日のあった固定資産税の税額

税額

ハ・ニ （省略） ハ・ニ （同左）

ホ 課税時期の属する事業年度に係る法人税額、消費税額（地方消 ホ 課税時期の属する事業年度に係る法人税額、消費税額、事業税

費税額を含みます。）、事業税額、・・・・・・・・。 額、・・・・・・・・。


 ・・・・・・・・。このように計算した場合には、第２表の「ÿ 
 ・・・・・・・・。このように計算した場合には、第２表の「þ

株式保有特定会社」欄及び「� 土地保有特定会社」欄の判定にお 株式保有特定会社」欄及び「ÿ 土地保有特定会社」欄の判定にお

ける総資産価額等についても、同様に取り扱われることになります ける総資産価額等についても、同様に取り扱われることになります

ので、これらの特定の評価会社の判定時期と純資産価額及び株式保 ので、これらの特定会社の判定時期と純資産価額及び株式保有特定

有特定会社のＳ２ の計算時期は同一となります。 会社のＳ２ の計算時期は同一となります。

イ 「�¨�EÖN」欄については、直前期末の資産及び負債の課 イ 「相続税評価額」については、直前期末の資産及び負債を対象

税時期の相続税評価額 とし、課税時期に適用されるべき相続税評価基準を適用して計算

した金額

ロ 「SÒÖN」欄については、直前期末の資産及び負債の帳簿価 ロ 「帳簿価額」については、直前期末の資産及び負債の帳簿価額

額
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(注) １ （省略） (注) １ （同左）

２ ・・・・・・・・、その生命保険金請求権（未収保険金） ２ ・・・・・・・・、その生命保険金請求権（未収保険金）

の金額を「資産の部」の「相続税評価額」欄及び「帳簿価 の金額を資産の部の「相続税評価額」欄及び「帳簿価額」欄

額」欄のいずれにも記載します。 のいずれにも記載します。

３ 「� 6g��¼ �T�ÖN Â�」の各欄は、次により記載し ３ 「� 6g��¼ �T�ÖN Â�」の「¼」欄は、納税義務者

ます。 が持株割合（第１表の１の´の割合）50％未満の株主グループに属す

るときに記載し、50％以上の株主グループに属するときには記載する

必要はありません。

� 「ò�aÍ�ä Ø{ÖgqÏ」欄は、課税時期における発行済 （新設）

株式の総数を記載しますが、評価会社が自己株式を有している場合

には、その自己株式の株式数を控除した株式数を記載します。

� 「�§g¨� `gW�ËÝ6D 6 ´ W�Ì~ÝØôEA （新設）

 i�」欄は、納税義務者が持株割合（第１表の１の´の割合）50

％未満の株主グループに属するときにのみ記載します。

（注）納税義務者が持株割合50％未満の株主グループに属するかどう

かの判定には、第１表の記載方法等の３の�に留意してくださ

い。

Ý;D 0� EÖ�� gq	¥gq�©�½ë÷ ÖN Â�aÞ Ý;D 0� EÖ�� gq	¥gq�©�½ë÷ ÖN Â�aÞ

� �

１ この表は、特定の評価会社の株式及び株式に関する権利の評価に使 １ この表は、特定の評価会社について記載します（一般の評価会社に

用します（一般の評価会社の株式及び株式に関する権利の評価につい ついては、「第３表 一般の評価会社の株式及び株式に関する権利の

ては、「第３表 一般の評価会社の株式及び株式に関する権利の価額 価額の計算明細書」を記載します。）。

の計算明細書」を使用します。）。

Þ１９Þ



改 正 後 改 正 前

なお、・・・・・・・・。 なお、・・・・・・・・。

２ 「ÿ ¦�¥þâq�º½ÖN」欄は、第１表の１の「þ 株主及 ２ 「ÿ ¦�¥þâq�º½ÖN」欄は、第１表の１の「þ 株主及

び評価方式の判定」欄又は「ÿ 少数株式所有者の評価方式の判定」 び評価方式の判定」欄又は「ÿ 少数株式所有者の評価方式の判定」

欄の判定により納税義務者が配当還元方式を適用する株主に該当する 欄の判定により納税義務者が配当還元方式を適用する株主に該当する

場合に、次により記載します。 場合（第３表の記載方法等の１の説明のただし書きに該当する場合を

除きます。）に、次により記載します。

� ・・・・・・・・、第４表の記載方法等の２の�に準じて記載し � ・・・・・・・・、第４表の記載方法等の２の�の説明に準じて

ます。 記載します。

� 「¦�¥þÖN」欄の'の金額の記載に当たっては、純資産価額 � 「¦�¥þÖN」欄のÄの金額の記載に当たっては、純資産価額

方式等により計算した価額が、配当還元価額よりも高いと認められ 方式により計算した価額（又は株式保有特定会社の株式について

る場合には、「１．純資産価額方式等による価額」欄の計算を省略 は£ÅＳ１ÝＳ２」方式により計算した価額）が、配当還元価額よりも

して差し支えありません。 高いと認められる場合には、純資産価額（又は「Ｓ１ÝＳ２」の金

額）の計算を省略して差し支えありません。

３ ・・・・・・・・、第３表の記載方法等の４に準じて記載します。 ３ ・・・・・・・・、第３表の記載方法等の３の説明に準じて記載し

ます。

Ý<D gqÂ¬0��� gq ÖN Â�aÞ� Ý<D gqÂ¬0��� gq ÖN Â�aÞ�

１ ・・・・・・・・。 １ ・・・・・・・・。

なお、・・・・・・・・（ただし、下記２の�のニ及び２の	に留 なお、・・・・・・・・（ただし、下記２の�のニ及び２の	の説

意してください。）。 明に留意してください。）。

２ （省略） ２ （同左）

� （省略） � （同左）

イ・ロ （省略） イ・ロ （同左）

ハ 「±直前期」及び「²直前々期」の各欄の記載に当たって、１ ハ 評価会社の事業年度が６か月の場合には、第４表の記載方法等
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年未満の事業年度がある場合には、第４表の記載方法等の２の� の２の�のハの説明に準じて記載します。

のハに準じて記載します。

ニ 「受取配当金収受割合」欄は、小数点以下３位未満の端数を切 ニ 「受取配当金収受割合」欄は、一定の位で、端数を切り捨てて

り捨てて記載します。 記載して差し支えありません。

� 「oGÍ9 gq	¥ïT SÒÖN �ÂN」欄のºの金額 � 「oGÍ9 gq	¥ïT ÖN �ÂNËSÒÖNÌ」欄のº

は、直前期末における株式等の税務計算上の帳簿価額の合計額を記 の金額は、第５表の記載方法等の２の�の説明に準じて直前期末に

載します（第５表を直前期末における各資産に基づいて作成してい おける株式及び出資の帳簿価額の合計額を記載します（第５表を直

るときは、第５表の の金額を記載します。）。 前期末における各資産に基づいて作成しているときは、第５表の

の金額を記載します。）。

	 ・・・・・・・・、第４表の記載方法等の１及び３に準じて記載 	 ・・・・・・・・、第４表の記載方法等の１及び３の説明に準じ

します。 て記載します。

Ý=D gqÂ¬0��� gq ÖN Â�aÞ�Ë¨Ì Ý=D gqÂ¬0��� gq ÖN Â�aÞ�Ë¨Ì

１ この表は、評価会社が株式保有特定会社である場合において、その １ この表は、評価会社が株式保有特定会社である場合において、その

株式の価額を「Ｓ１ÝＳ２」方式によって評価するときのＳ１ における 株式の価額を「Ｓ１ÝＳ２」方式によって評価するときのＳ１ における

純資産価額の修正計算及び１株当たりのＳ１の金額の計算並びにＳ２の 「純資産価額の修正計算」、「１株当たりのＳ１の金額の計算」及び

金額の計算を行うために使用します。 「Ｓ２の金額の計算」を行うために使用します。

なお、・・・・・・・・。 なお、・・・・・・・・。

２ Åÿ Q7 oN」の各欄は、次により記載します。 ２ Åÿ Q7 oN」の「ò�aÍ�ä gq	¥ïT ÖN �Â

� 「ò�aÍ�ä gq	¥ïT ÖN �ÂN」欄は、課税時期 N」欄は、課税時期における株式等の相続税評価額を記載しますが、

における株式等の相続税評価額を記載しますが、第５表の記載方法 第５表の記載方法等の２の�のロの説明に留意するほか、同表の記載

等の２の�のロに留意するほか、同表の記載方法等の２の
により 方法等の２の
の説明により株式保有特定会社の判定時期と純資産価

株式保有特定会社の判定時期と純資産価額の計算時期が直前期末に 額の計算時期が直前期末における決算に基づいて行われている場合に

おける決算に基づいて行われている場合には、Ｓ２ の計算時期も同 は、Ｓ２ の計算時期も同一とすることに留意してください。
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一とすることに留意してください。

� 「gq	¥ïT�£½EÖ¾N����½oN」欄は、株式及び （新設）

出資の相続税評価額と帳簿価額の差額に相当する金額を記載します

が、その金額が負数のときは、０と記載することに留意してくださ

い。

[付表］同族関係者の範囲等 （省略） [付表］同族関係者の範囲等 （同左）
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